
　経済発展とイノベーション

我が国ではイノベーションという言葉は特定分野で
の専門用語ではなく，社会の日常用語として定着して
います。そしてコロナ禍においてその傾向がさらに強
くなっています。イノベーションがこれほど日常的に
使用されている背景には，社会全体に，従来と同じで
はいけない，変えなければならない気持が存在してい
ることを示しているとも言えます。変えなければなら
ない気持がこれほど持続するには，いくつか理由が考
えられます。第１に社会や事業を取り巻く環境の変化
が予測が困難なほど激しいことです。第２にその変化
に対する対応力が相対的に日本社会，企業が低下して
いることです。

　不透明な環境におけるイノベーションの機会

2016 年のダボス会議（世界経営者会議）では，
「VUCA」という言葉が紹介さました。最近，よく耳に
するこの言葉は，Volatility（変動性：変化の大きさと
スピードの速さ），Uncertainty（不確実性：予測困難），
Complexity（複雑性），Ambiguity（曖昧性：因果関係
不明）の頭文字から成っています。VUCAは軍事用語
として2000年頃から使用されはじめました。2019年
からは，地球温暖化，異常気象による災害の多発に加
えて，新型コロナウイルスの世界的流行，ロシアへの
ウクライナ侵攻がVUCAに拍車をかけています。その
ためVUCAが紹介されはじめた時点とは明らかに異
なるVUCAに我々は直面しています。このような状況
の中，新たな市場創造，事業創造，事業モデル創造，業
務プロセスの変革を実現するためにイノベーションが
強く求められています。

　新型コロナウイルスの拡大によって
 　理解された最先端ではない日本
自動車，テレビ，オーディオプレイヤー，デジタル

カメラ，インスタントラーメン，ウオッシュトイレ，

内視鏡，建機など世界を席巻した日本の製品イノベー
ションは数多くあります。さらに家庭用ゲーム，アニ
メーションなどのコンテンツも世界で支持を得ていま
す。しかしデジタル化，ネットワーク化の進展を境に
して世界の製品イノベーションの中心は，欧米，中国，
韓国の企業に移行しています。日本企業が高い能力を
有する人材と高い技術を有することは疑うべくもあり
ません。一方，日本のイノベーションが世界を席巻し
ていた状況からは後退している実感を持っている人も
多いはずです。その実感を裏付けるのが，新型コロナ
ウイルスにおける世界各国の状況です。全世界が同じ
タイミングで同じウイルスの拡大に直面しました。同
時に世界各国と日本との対応の違いを知ることになり
ました。ワクチン，検査機器，検査試薬の開発からは
じまって，オンライン会議，教育のシステム，検査デ
ータ，感染者データの共有システムの開発など，日本
は世界の最先端にあると信じていた人々にとって，決
してそうではないことを知ることになりました。

　世界における日本経済の存在感

IMF（国際通貨基金）の経済見通しでは，2022年の
実質経済成長は，3.3％です。米国の4.0％，ユーロ圏
の3.9％の成長見通しと比較すると，先進国の中での
日本のポジションが高くないことが明らかです。この
ような背景において，IMD（国際経営開発研究所）が
2021 年に公表した｢世界競争力年鑑｣ では日本の競
争力ランキングは，31位です。アジア諸国の台湾（８
位），中国（16位），韓国（23位）と比較しても競争力が
高いとは言えない状況にあります。同様に，世界GDP
における日本の割合は，1995年に17.6％だったもの
が，2018年には5.7％にまで低下しています。さらに
2030年には4.4％にまで低下する予測があります（内
閣府）。このように日本における経済面での国際的な
存在感は低下傾向にあると言えます。この傾向は今に
始まったものではありません。2012年に日本経済新
聞社が日本の存在感・発信力に関する将来予測を日経
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シリーズ  イノベーションのつくりかた①　

イノベーションのつくりかたシリーズ 電子版の読者に実施した調査によると，低下していく
71％，変わらない15％，高まっていく14％の結果で
した。日本のビジネスに携わっている人々は，10年前
から日本の存在感が今後低下傾向に向かうことを感じ
取っていたのです。

　Society 5.0

このような状況から抜けだし，新たな経済成長の
仕組みをつくるためにイノベーションは欠かせませ
ん。内閣府の総合科学技術・イノベーション会議で
は狩猟（1.0），農耕（2.0），工業（3.0），情報（4.0）に
続く，我が国が未来に目指すべき第５世代の社会とし
てSociety 5.0を提示しています。Society 5.0ではAI，
IoT，ロボットなどの先端技術を活用し社会が抱える
問題を解決し，経済発展が両立する，人間中心の社会
としての未来を描いています。その実現には単なる技
術の発展に関するイノベーションだけではなく，人間
が抱える問題の発見とその解決に向けたイノベーショ
ンの姿が示されています。

このような社会の実現に向けて，経済産業省は企業
がイノベーションを創出するための環境整備として，
｢イノベーション経営｣を提唱し，イノベーション経営
を推進する大企業経営者100名の実現を通じて，日本
がイノベーション国家となる目標を提示しています。
さらに経済産業省・特許庁は，イノベーションとブラ
ンド構築を推進し国際競争力を獲得する｢デザイン経
営｣を提唱しています。

　日本企業イノベーションの実態

文部科学省では従業員10名以上の国内企業約30万
社（2020年調査）を対象にした｢全国イノベーション
調査｣ を実施しています。この調査ではイノベーショ
ンを以下のように定義しています。

①新しい又は改善されたプロダクト（製品もしくはサ
ービス，あるいはそれの組み合わせ）で，かつ市場に
導入されたもの
②当該単位の以前のプロダクト（製品もしくはサービ
ス）とはかなり異なる
③潜在的利用者に対して利用可能なプロダクト（製品，
サービス）
④企業のビジネスプロセスに関して以前のそれとは
かなり異なる。ここで言うビジネスプロセスとは，1
つ以上のビジネス機能を指す。ビジネス機能とは製品，
サービスの開発，生産あるいは，流通，マーケティン
グ，販売，情報通信などのビジネスを推進するための
機能である。そして全てのビジネス機能がイノベーシ
ョンの対象となる。
⑤研究活動

この報告書によると，2017年～2019年の三年間に
おいて有効回答した企業の49％がイノベーション実
現に向けた活動をしています。そして日本企業のイノ
ベーション活動実行は大企業ほど高くなる傾向にあり
ます。またサービス業よりも製造業がイノベーション
に取り組む企業の率は高くなります。そして，全企業
におけるイノベーションを実現した企業の割合は27
％となります。イノベーション実現率も企業規模が大
きいほど高くなり，サービス業よりも製造業の実現率
が高くなる傾向が確認されています。イノベーション
実現企業のイノベーションの種類は，プロダクト（製
品，サービス）10％よりもビジネスプロセス（ビジネ
ス機能）23％が高い結果となっています。この数値は
ビジネスプロセスのイノベーションは実現しているが，
その成果がプロダクト（製品，サービス）に充分結びつ
いていないことが予想されます。
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表１　イノベーション活動実行企業の割合

表2　イノベーション実現企業の割合とその内訳

出所：全国イノベーション調査2020年調査統計報告
（文部科学省）をもとに作成

出所：全国イノベーション調査2020年調査統計報告
（文部科学省）をもとに作成
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出所　内閣府（https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/）

全企業 大企業*1 中企業*1 小企業*1

イノベーション活動
実行企業率（全企業）

49% 69% 59% 46%

全企業 大企業*1 中企業*1 小企業*1

イノベーション実現企業率
（全企業） 27% 51% 34% 25%

プロダクト・イノベーション
実現起業率（全企業） 10% 26% 11% 9%

ビジネス・プロセス
・イノベーション
実現起業率（全企業）

23% 45% 31% 21%
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シリーズ  イノベーションのつくりかた①　

有効回答全企業におけるプロダクト・イノベーシ
ョン実現企業の製品，サービスの内訳は，それぞれ８
%，６%の結果となっています。なんらかの製品，サ
ービスとしてイノベーションを生み出したこの数字は
2017年～2019年の三年間において調査対象全企業
（イノベーション未実施企業も含む）の10%であるこ
とは，先に確認した環境変化が激しい状況から考える
と決して高い数値とは言えません。
プロダクト・イノベーションを実行した企業のうち，
実現した企業の割合は，19％であり，その内訳は製品
イノベーションを実現した企業が15％，サービスを
実現した企業が11％となっています。
次に，プロダクト・イノベーションを実現した企業
のうち，市場創造成果に結び付けた企業の比率を確認
します。イノベーション実行企業のうち15％が新規
市場につなげています。さらにプロダクト・イノベー
ション実現企業のうち，52％が市場創造成果につなげ
ています。

プロダクト・イノベーション実現企業の企業規模別
の市場創造成果を確認すると，小企業が大企業，中企
業の比率を上まわっています。小企業は全体としてイ
ノベーションの実践，プロダクト・イノベーション実
現率は他の規模の企業に比べて低い傾向にあります。
しかしプロダクト・イノベーションを実現した小企業
の市場創造に結び付けた比率は規模の大きな企業に比
べて高い結果となっています。小規模企業の中にはス
タートアップ企業も含まれます。一般的に小企業は経
営資源面で規模の大きな企業に劣ると言われています。

その中でも小企業が市場創造成果に結び付けた率の高
いところが注目すべき点です。
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出版，2021年），『1からのマーケティング（第4版）』（共
編著，碩学舎，2020年），『１からの商品企画』（共編著，碩
学舎，2012 年）『デジタル社会のマーケティング』（共編
著，中央経済社）2019年），『大塚正富のヒット塾　ゼロを
１００に』（共著，日本経済新聞出版社 2018年）

表3　プロダクト・イノベーション（製品，サービス）
実現企業の製品，サービス内訳

表４　市場創造成果に結び付けた企業の割合

出所：全国イノベーション調査2020年調査統計報告
（文部科学省）をもとに作成

全企業 大企業*1 中企業*1 小企業*1

プロダクト・イノベーション
実現起業率（全企業） 10% 26% 11% 9%

新しい又は改善した製品
（全企業） 8% 20% 9% 7%

新しい又は改善した
サービス（全企業） 6% 16% 6% 5%

全企業 大企業*1 中企業*1 小企業*1

新規市場プロダクト・
イノベーション

実現率（プロタクト・イ
ノベーション実行企業）

52% 41% 43% 55%

企業にとってのみ新しい
プロダクト・イノベーション
実現率（プロダクト・

イノベーション実行企業）

74% 83% 75% 73%

クオリティ・クラブ  No.33  2022年 ７月・８月号17


	クオリティクラブ33_7-8月号P15-16(三校)
	クオリティクラブ33_7-8月号 P17(三校)



